２０２０．１０．２３
Ｎo.１１２７号

県労連人事委員会に要求書を提出
コロナ禍で奮闘する職員に報い、士気を維持・向上できる勧告を！

「同一労働同一賃金」の視点に立って、会計年度任用職員の労働条件を改善する勧告を

　県労連は10月20日、県人事委員会事務局長に対し2020年人事委員会勧告に向けて、要求書を提出しました。
　冒頭政金県労連議長は、「コロナ禍で人事院は10月7日に一時金のみの勧告を行ったが、県人事委員会においては例年どおり一括での勧告を要請する。民間調査結果だけでなく、必死で頑張っている職員の士気の向上のため、国に追随することなく、神奈川らしい勧告を求める。働き方改革については、コロナ対応の影響もあり、長時間労働が一向に改善されていない。県当局に対する必要な指導をお願いしたい。不妊治療については、働き続けられる環境整備が必要。男性の育休取得の推進のため、抜本的な施策を。職場で奮闘している職員の希望に応える勧告をお願いしたい。」と発言し、自治労県職労幹事から、
・人勧制度はその年の4月時点での民間労働者との比較で、従来も民間が不況になり賃金が下がると引下げ勧告が行われてきた。
・今年はコロナの影響が出る前の段階での給与比較だが、来年は民間労働者の大幅な賃下げが予想される。
・コロナ禍で多くの職員が奮闘していることは、参加者の発言から十分理解されたと思うが、そのような中で従来通りの勧告を行った場合、職員の士気に深刻な影響を与えかねない。
・こうしたことを踏まえて、今年、来年の勧告にあたっては、奮闘している職員に報い、モチベーションが向上できるよう、賃金・労働条件を総合的に十分検討いただきたい。
・会計年度任用職員制度について、昨年度交渉を積み上げてきたが、休暇等の労働条件について、当局は「国の非常勤職員との均衡」という総務省マニュアルを盾に、常勤職員との格差是正を認めなかった。
・「同一労働同一賃金」とは、同じ職場で働く正規職員と非正規職員の不合理な格差を解消するための視点である。
・総務省マニュアルは、明らかに「同一労働同一賃金」の視点を逸脱している。
・人事委員会は第三者機関として、「同一労働同一賃金」の視点に立って会計年度任用職員の労働条件を決定するよう勧告していただきたい。と要請し、各単組の代表者からも発言がありました。
県人事委員会交渉自治労県職労発言
〇まず、コロナ禍における公務員の処遇の在り方です

・人事院は10月7日、月例給と分離して一時金を0.05月引き下げる勧告を行いました。

・月例給については未だ不明ですが、4月時点での比較とはいえ、コロナ禍の影響も考えられ、来年はさらに厳しい状況が想定されます。
・一方で、3月以降職員は、コロナ対策本部や安全防災局、健康医療局はもとより、当該部署に職員を派遣している元職場においても、相当困難な状態に置かれてきました。そして新型コロナウイルス感染症が収束しない中にあっては、今後も同様の状況が想定されます。
・こうした職員に対して、単に従来通りの機械的な民間比較による処遇の決定では、全力でコロナ対策にあたる職員の士気を、著しく引き下げることになりかねません。
・賃金のみに限らず、労働条件全般にわたり、職員の努力に報いる処遇の在り方を検討していただきたいと考えます。
〇次に、人材確保の視点から、初任給の引上げを求めます
・日本全体でも若年者人口は減少しており、今後人材確保は重要な課題となります。

・神奈川県では、採用辞退者の比率が大きく、退職する若手職員も後をたちません。
・全県が東京通勤圏である神奈川では、人材確保の競争相手は県内だけではありません。
・人材確保策の一つとして、初任給を引き上げるべきです。具体的には、大卒１級２９号を４号給引上げ、１級３３号とすべきです。これでも地域手当を含めれば、東京都の大卒初任給を下回ります。
・最低限、初任給を４号給引き上げる勧告を行うことを強く求めます。
・また、県内町村で地域手当が低支給の自治体でも、人材確保に大変苦労しています。健全な自治体運営を図るために、地域手当制度の抜本的見直しが急務です。
〇また、若年層の処遇改善のためにも、公民比較方法の見直しを求めます
・民調における500人以上規模の企業との役職対応は、国や多くの県では２級は主任、３級は係長であるのに対して、神奈川県では２級は上級係員、３級は主任と、１ランク低く、したがって給与水準も低くなっています。

・不合理な対応方式であり、神奈川県の若年職員の処遇が低く抑えられているのは明らかであり、人材確保の観点からも、今年から国や他県と同様に是正すべきです。
〇次に、会計年度任用職員の処遇改善です。
・今年4月から会計年度任用職員制度がスタートしました。

・全国的に見れば一定の高い水準を確保できましたが、初任給基準や休暇等の労働条件は、同一労働同一賃金にほど遠い状況です。
・同一労働同一賃金の視点から、改善を勧告されるよう求めます。
〇最後に、過重労働対策です。
・今年4月の45時間超80時間以内が480人（昨年同月152人）。80時間超が58人（うち健康医療局29人）。100時間超が26人（うち健康医療局14人）でした。

・主な原因は、新型コロナウイルス感染症対策かもしれませんが、どんな原因であれ、職員を過労死水準におき続けていいという理由にはなりません。
・コロナ対策を継続的に行うためにも、このような過重労働を解消するための強力な勧告を行うよう要請します。
県労連人事委員会要求
１．2020年度の給与勧告について

（１）勧告・報告に際し、迅速な対応を求められる新型コロナウイルス感染症対策等をはじめとする長時間労働の蔓延など勤務環境の厳しさが増しているため、適切な要員を確保するとともに、労働条件等を改善すること。

（２）公平・公正な公民比較に基づき月例給の給与水準と一時金の支給月数について改善すること。

（３）再任用職員の一時金を引き上げること。

（４）期末手当への配分を引き上げること。

（５）賃金改定に当たっては、民間賃金実態を正確に把握し、透明性を確保すること。また、県職員と民間従業員の職務対応を国に合わせること。

（６）地域手当については本県の実情と経過を踏まえて増額を図り、県内一律支給を維持すること。

（７）公務職場への人材確保の視点から、若年層の給与水準について大幅な引上げを図ること。また、神奈川の実態を踏まえ住居手当の改善を図ること。

（８）すべての在職者が定年まで昇給が可能となるよう、号給を延長すること。

（９）教職員賃金の課題にあたっては、水準の維持・向上となるよう対応を図ること。

２．労働時間短縮、休暇、休業制度の改善について

（１）社会全体の長時間労働是正の動きにあわせた、神奈川県における「働き方改革」の進捗状況を検証し、業務削減と人員増など、実効ある超過勤務縮減策を提言すること。

（２）各種休暇制度を新設・拡充すること。特に、ボランティア休暇の取得要件の改善、休暇日数の拡充を図ること。

３．男女平等の公務職場の実現及び両立支援策の拡充について

（１）次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成支援・女性活躍推進に関する職員行動計画」について、着実な実施に向け指導を行うこと。

（２）出産・育児にかかわる休暇・休業制度における男性の取得率向上に向けた具体的な促進策を提言すること。

（３）育児・介護を行う職員の両立支援策等の拡充を提言すること。

（４）職員の不妊治療にあたっては、療養休暇制度の運用改善と、治療に専念できるための新たな休業制度の創設を図ること。

（５）女性職員採用・登用の拡大について、積極的な取り組みを行うこと。

４．臨時的任用職員・非常勤職員等の処遇改善について

（１）処遇については、均等処遇の原則に基づき改善すること。

（２）県に雇用される労働者の最低賃金を、行政職(一)表の高卒初任給並に引き上げること。また、上限を撤廃すること。

（３）有給療養休暇を拡充すること。

（４）夏季休暇を拡充すること。

５．その他

（１）国に遅れることなく、65歳までの段階的定年延長を基本に雇用と年金の確実な接続に向け人事委員会の役割を果たすこと。

（２）再任用職員の賃金水準については、退職時の水準を踏まえたものとなるよう改善を図ること。また、生活関連の手当を支給すること。

（３）再任用職員の休暇等の勤務条件を常勤職員と同様にすること。

（４）賃金・退職手当・休暇等の諸権利について、労使交渉を制約することのないよう留意すること。
